
 

令和６年度 

総務委員会 視察報告書 
 

 

 

■視察日程 

  令和７年１月７日（火）～９日（木） 

 

 

■視察先 

  令和７年１月７日 午後 長野県長野市 

 

  令和７年１月８日 午後 栃木県鹿沼市 

 

  令和７年１月９日 午前 栃木県宇都宮市 

 

■視察参加者 

【委員会】委 員 長       中 村 和 美 

     副委員長       谷 川   登 

委  員       太 田 広 則 

委  員       髙 山 正 夫 

委  員       野 﨑 伸 也 

委  員       百 田   隆 

委  員       山 本 敬 晃 

 

【随 行】総務企画部長     田 中   孝 

     総務企画部危機管理監 豊 田 正 樹 

議会事務局      小 谷   匠 



■視察先及び目的 

 １ 長野県長野市 

  『移住・定住の取組について』 

    昨今、少子高齢化・人口減少及び新型コロナウイルス感染症の流行による社会変

容等により全国的にも地方移住の関心が高まりを見せている。本市においても、定

住人口の増加や関係人口の増加を目的として、移住・定住対策の様々な取組を行っ

ており、昨年４月には、取組をより一層推進するべく地域政策課を新設している。   

長野市では、空き家でお試し移住×地域とのつながりづくり事業や結婚新生活支

援事業補助金などをはじめ、様々な支援制度を設け、取組をしている。 

長野市のこれまでの取組の経緯等を参考にするとともに、今後の委員会活動に 

生かすことを目的とする。 

 

 

２ 栃木県鹿沼市 

  『鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンについて』 

    近年、災害は多発化・激甚化しており、全国各地で大規模な自然災害が発生して

いる。鹿沼市においては、平成２７年関東・東北豪雨、令和元年東日本台風の豪雨

災害により甚大な被害を受けている。また、全国的に消防団員減少に歯止めがかか

らない状態となっている。そのような中、災害時・火災時などにおいて要となる 

消防団を中核とした地域防災力強化を推進するため、鹿沼市消防団地域防災力充実

強化ビジョンを策定している。 

鹿沼市のこれまでの取組の経緯等を参考にするとともに、今後の委員会活動に 

生かすことを目的とする。 

 

 

３ 栃木県県宇都宮市 

  『移住・定住の取組について』 

    昨今、少子高齢化・人口減少及び新型コロナウイルス感染症の流行による社会変

容等により全国的にも地方移住の関心が高まりを見せている。本市においても、定

住人口の増加や関係人口の増加を目的として、移住・定住対策の様々な取組を行っ

ており、昨年４月には、取組をより一層推進するべく地域政策課を新設している。   

    宇都宮市では、宇都宮ブランド・移住プロモーションや移住定住相談窓口の 

「ｍｉｙａ ｃｏｍｅ（ミヤカム）を開設するなど、様々な取組をしている。 

宇都宮市のこれまでの取組の経緯等を参考にするとともに、今後の委員会活動に 

生かすことを目的とする。 



長野県長野市 
                                         

 

１ 視察日時  令和７年１月７日（火） １４：００～１５：３０ 

 

２ 調査事項  『移住・定住の取組について』 

 
３ 調査内容（説明内容） 

  ※別添資料のとおり 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１ 議会や議員から成果の出ていない事業に対しての意見等はないのか。 

Ａ１ 事業の縮小をしてほしいなどの意見はない。 

 Ｑ２ 移住者企業支援金制度の実績及び起業された分野について伺う。 

 Ａ２ 令和５年度は１８件中１０件を認定している。分野については、ピアノ教室はコ

ンクール入賞者の方が、フィットネスジムはエアロビクス優勝者の方がされてい

る。マッサージサロンは産後ケアに特化したもので、一級建築士事務所は有名建

築家隈研吾氏の事務所を出た方が、また、地元の食材を使用したカレー・アイス

クリーム屋などがある。今年度は、ドローン撮影をする会社、デカフェのコーヒ

ー屋、スパイス料理のカレー屋、元ユーチューバーの方が長野市の観光情報を発

信する会社の４件を認定している。 

Ｑ３ 移住者企業支援金は県外から市内に移住して起業する方が対象だが、どこの都道

府県からの移住者が多いのか。 

Ａ３ 東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県が多く、愛知県や大阪府の方もいる。 

Ｑ４ 東京から新幹線で９０分程度であり、交通アクセスの良さから、都市圏からの移

住者も多いかと思うが如何か。 

Ａ４ 都市圏からの移住者は多く、人口が多い東京都や都市圏からの移住者が多い状況

だが、その他の地方からの移住者もいる。 

Ｑ５ 移住支援制度が充実しているが、関係課との連携はどのようにしているのか。 

Ａ５ 連携を図るため、農業、商工労働、空き家対策、森林、地域活動、子供政策、住

宅の所管する７課に移住推進課の兼務辞令を発令し、体制を整えている。 

Ｑ６ 兼務辞令を受けている職員は各課何名程度か。 

Ａ６ 各課１名ずつ兼務で事務従事をしている。 

 

※別添資料 

 ・長野市移住支援制度のご案内 



 ・長野市若者・子育て世帯等移住促進家賃支援事業補助金 

 ・空き家でお試し移住×地域とのつながりづくり事業概要 

 ・空き家バンク制度のご案内・移住者空き家改修等補助制度 

 ・長野市結婚新生活支援事業補助金 

 ・長野市移住者企業支援金のご案内 

 ・令和６年度移住支援金のご案内 

 

【視察の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



栃木県鹿沼市 

                                         

 

１ 視察日時  令和７年１月８日（水） １４：００～１５：３０ 

 

２ 調査事項  『鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンについて』 

 
３ 調査内容（説明内容） 

  ※別添資料のとおり 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１ 常備消防と非常備消防の指揮命令系統及び消防団に出動依頼する際の基準につ

いて伺う。 

Ａ１ 常備消防・非常備消防の運営は、鹿沼市単独で行っており、消防本部から消防団

へ連絡を行っている。警察等からの協力依頼があれば、消防団長へ連絡し、管轄

地区の分団へ出動依頼をする形となる。火災については、各地区の出動計画が決

まっているため、計画に沿って出動を要請している。以前は、サイレン吹鳴装置

で火災発生を周知及び出動依頼としていたが、現在はメールで火災発生場所等を

消防団員へ連絡を行っている。 

Ｑ２ 消防団の出動件数及び出動人数等について伺う。 

Ａ２ 火災件数が年々減少しているため、火災の出動件数・人数は減少している。行方

不明者捜索については、捜索期間等で人数が変動するため、少し増加している。 

Ｑ３ 消防団ＰＲ活動の周知方法として、トレーディングカード、ＰＲ動画、訓練風景

の動画を活用しているが、動画の作成・編集等はどのようにしているのか。また、

動画配信はどのように行っているのか。 

Ａ３ 周知方法は、こちらからマスメディア等に情報提供を行い、取材をしてもらい、

情報発信をしている。ＰＲ動画やトレーディングカードは国の補助金を活用して

作成を行っている。ＰＲ動画については、鹿沼ケーブルテレビに協力いただき、

作成・編集を委託しており、ナレーションは職員で対応している。 

Ｑ４ 消防団のＰＲ動画はどこで流しているのか。 

Ａ４ 鹿沼市のホームページに掲載しており、いつでも見られるようになっている。 

防災訓練の動画は、動画を作成する場合もあれば、活動写真をＳＮＳで掲載する

だけの時もある。 

Ｑ５ 操法大会について団員からの不満等があれば教えていただきたい。 

Ａ５ 特に不満等の声はなく、操法大会は、日光市の４団と鹿沼市１団の持ち回りで行

っている。 



Ｑ６ 他機関と連携した広報戦略の中で、ヤクルト販売株式会社と消防団活動の充実強

化に向けた支援に関する協定を締結されているが、経緯等を教えていただきたい。 

Ａ６ ヤクルト販売会社に勤務している女性消防団員もいることや通常業務をしなが

ら、消防団員募集の周知をしていただくため、協定を締結した。また、郵便局や

佐川急便とも連携しており、消防団員募集広報活動も展開している。 

 

 ※別添資料 

  ・鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンについて 

  ・鹿沼市の概要 

 

【視察の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



栃木県宇都宮市 
                                         

 

１ 視察日時  令和７年１月９日（木） ９：００～１０：３０ 

 

２ 調査事項  『移住・定住の取組について』 

 
３ 調査内容（説明内容） 

  ※別添資料のとおり 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１ 移住支援金制度が充実しているが、移住してきて支援金受領後に、戻った場合の

ペナルティは設けているのか。 

Ａ１ 移住後３年以内は全額、５年以内であれば半額を返還しなければならないと規定

されているため、毎年移住者が市内に居住しているか確認を行っている。 

Ｑ２ ２０２４年共働き子育てしやすい街ランキング２位となっているが、具体的にど

のようなところが評価されているのか伺う。 

Ａ２ まず保育園の待機児童が８年連続で０人となっている。その他にも様々な施策が

あり、高校生までの医療費無償化や不妊治療の支援を行っている。単純に無償化

にするだけではなく、教育の質が他自治体より高いというのも、子育てに重要な

ひとつと考えており、子育てする環境の底上げが重要と考えている。 

Ｑ３ 移住支援金の支給実績及び移住者数について伺う。 

Ａ３ 昨年度が６６００万円で、移住世帯数は５７世帯。こちらは対象が東京都、神奈

川県、埼玉県、千葉県から移住してきた方の数となっている。 

Ｑ４ 移住される世帯は平均３人程度なのか。 

Ａ４ 平均は２人程度で、宇都宮市への移住の特徴かもしれないが、単身の方の移住者

もかなり多い。 

Ｑ５ 移住体験事業（みや暮らし体験事業）はどのような形で行っているのかについて

伺う。 

Ａ５ まず宇都宮市を知りたいが、宿泊するまではハードルが高かったりするため、日

帰り見学コースでは、タクシーを貸し切って希望する場所を見学してもらう。 

   宇都宮市の通学の様子や病院、公共施設等を見ていただき、生活した場合のイメ

ージをしてもらうのが狙いとなる。 

Ｑ６ 移住プロモーションの一環でテレビＣＭも放映されているが、放映料等はいくら

か伺う。 

Ａ６ ＣＭだけではなく、鉄道・インターネット広告も含めた総額は１億円。テレビ 



ＣＭは制作に２千万円、テレビ局へ支払う放映料が４千万円程度となっている。 

Ｑ７ 延べ視聴者数は３憶９０００万人以上となっているが、プロモーションの効果に

ついて伺う。 

Ａ７ 放映テレビＣＭは令和５年１月・１０月、令和６年１０月の３回展開をしている。 

   令和５年１０月の単月だけでも、移住相談件数が７倍となり、少しずつ移住相談

件数も増加している。ＳＮＳ等の反応も職員で見ているが、否定的なコメントは

なく、肯定的な意見が多く、宇都宮市出身の人が宇都宮市の街並みを久しぶりに

見たりして、懐かしいとのコメント等も多くコメントされている。 

 

※別添資料 

 ・宇都宮市の移住・定住の取組について 

 

【視察の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

〈〈 各委員所見 〉〉 















暢務委員会行昆視察所見 

委員名「谷晅登」 

 

◆ 視察日  :令和 7年 1月 7日{火曜日} 

◆ 視察昿  :長野県長野市 

◆ 調査項目：移住・定住の取晽について 

 

 

長野市空き家でお試し移住地域とのつながりづくり事業の概要については、移住希望等の
長野市での暮らしを体験できる機会を暄出するとともに、空き家の利活用を旗るため、お探
し移住住宅として活用するもの施昶利用者は、移住希望者のみならず、二地域居住者及びテ
レワーカー等を見旱え、滞在中は地域が実施する空き家見学会、地域行事等に参加するなど
地域住民との交流を旗ることにより、移住定住の促旃関係旆口の暄出を旗る取晽みを行っ
ている。 

地域とのつながりづくり事業実施内容として、①移住お試し住宅の所有者と施昶運営事業
者で、賃貸借契約を締結{R7.3.31}までとしている。②施昶運営事業者から所有者へ、入居
者の有無に関わらず毎月家賃を支払う事が条件である③入居者は施昶運営事業者に家賃を
支払う{光熱旞費は入居者が負担}としている。また、施昶運営事業者とともに、地域への挨
拶及びゴミの出し方等の確認を行うとしている。 

⑤入居者は、地域行事{暥刈り等}へ参加するなど、地域住民との交流を旗る。{入居期間は
原則 1カ月からとしている。 

移住お試し住宅⇒①賃貸借契約⇒②家賃の支払⇒入居者募集賃貸借契約{転貸借}⇒④家賃
の支払⑤入居者地域体験などが条件となっている。 

長野市では、移住者空き家改修等補助昀度として、市内空き家を有効活用し、市内への移住
定住の促旃と地域を活昄化することを目的に、長野市や地域で運営する空き家バンクに登
録された物件の改修費用家具道具処分等費用の一部補助昀度を行っている。 

本市においても、空き家を売りたい方、貸したい方に空き家物件を登録していただき空き家
バンク昀度を利用してもらいたいと思う。 

 

 

 

 

 

 



暢務委員会行昆視察所見 

委員名「谷晅登」 

 

 

◆ 視察日  :令和 7年 1月 8日{旞曜日} 

◆ 視察昿  :栃木県鹿沼市 

◆ 調査項目：鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンについて 

 

鹿沼市消防団の晽織の概要については、1本部、14分団、49部体昀であり、条例定旭が 770

旆で実員旭が 712旆で平均年齢が 40.89歳、女昄消防団員が 10名である。 

鹿沼市消防団車両概要は、ポンプ車 28台、小型動力ポンプ付昨載車 23台、活動者{現場指
揮、啓発活動}2台が導入されている。 

又、消防団団員が晩国的に減少傾向にある一方で鹿沼市女昄の団員旭は、増加傾向にあり
様々な活動を行い市民への広報活動を昨極的に行っている。 

又、取り晽み状況としては、他機関と連携し団員確保に向けた取り晽みを行っている。宇都
宮ヤクルト販売株式会社との消防団活動の充実強化に向けた支援に関する協定締結、郵便
便局と連携した消防団員募集広報活動、佐晅急便と連携した消防団員募集広報活動の協定
締結している。 

鹿沼市消防団の事業の昅果については、徐々に地域からも認められた存在になっており、消
防団の活動の楽しさを団員が気づきモチベーションアップし、自主的な消防団活動に繋が
っている。 

今後の課題、①{将来に向けた消防団員の確保}→{入団することの魅力}{家族の理解}{地域
の理解}②自晨災害等への対応として、{暪備品等の充実} {消防団を中核とした地域防災体
昀の確立} {各種協定締結}③モチベーションの維持{福利厚昏の充実}{メディアを活用し
た活動状況の拡散}なとが、事業の昅果及び今後の課題である。 

現在、本市においても消防団員の減少傾向である為、女昄消防団員入団確保に取晽んで行く
べき問題であると思う。 

 

 

 

 

 

 

 



暢務委員会行昆視察所見 

委員名「谷晅登」 

 

◆ 視察日  :令和 7年 1月 9日{木曜日} 

◆ 視察昿  :栃木県宇都宮市 

◆ 調査項目：移住・定住の取晽について 

 

宇都宮市各種の、①{移住を促旃するための支援}については、東京圏からの移住に対して
100万円を補助{子供も一旆当たり100万円加算}単旁旻帯に対し60万円支援を行っている。 
また、②{若年夫婦、子育て旻帯及び新卒採用者等家賃補助金}本市の居住誘導区域の賃貸住
宅に新たに転入、転居した若年夫婦、子育て旻帯等に対し家賃学の一部を助昅、市外転入者
には、最大 12万＋子供一旆につき 1万加算、市内転居者最大 6万円＋子供一旆につき 1万
円加算している。③マイホーム取得支援事業補助金については、本市の居住誘導区域、一部
の地区計画を定める区域に新たに住宅を取得し、居酒住する旻帯に対し、住宅取得費用の一
部助昅を行っている。 

市外転入者、最大８５万円＋子供一旆につき 5万円加算、市内転居者最大 50万円＋子供一
旆につき 5万円を加算している。 

④宇都宮市結婚新昏活支援事業については、結婚に伴う住宅取得費用又は、住宅賃借費用等
の一部一旻帯あたり最大 60万円補助を行っている。⑤東京圏通勤、通学費補助昀度につい
ては、東京圏に新幹晕で通勤、通学する旆に対して月額 1万円を上限に補助、通学について
は、小学昏から補助対象であり、晩国初の昀度を行っている。 

宇都宮ブランド移住プロモーションについては、まちと暮らしがが大きく変わるこの機会
を的確に捉え、転出超過となっている東京圏に対して重点的なプロモーションを展開する
ことにより、認知度向上や移住定住の促旃につなげ、市民が本市の新たな魅力を発見し、特
に東京圏へのプロモーションについて、認知、関心、検索を通じて本市への移住暟談につな
げていくことを目的として取晽んでいる。 

移住、定住者における実昪については、ライトラインの開業などの宇都宮市まちづくりの旃
展に加え、晩国的な地方回帰の機運を捉えた、本プロモーションの展開などにより、居住宅
地としての認知拡大が旗られ、移住暟談件旭も大幅に増加している。 

令和 2年 55件、令和 3年 166件、令和 4年 448件、令和 5年 556件であり、移住暟談を
行い移住された方が 364名である。 

また、移住希望地ランキングにおいて栃木県が第 3位なっている。 

移住、定住者対策の情報発信については、テレビ CM をはじめ、インターネット広告や鉄
道広告なメディアを連動させたプロモーション展開行っており、放映テレビ CM 令和 5 年



1月～令和 6年度 10月の実施結果、関東圏の延べ 3億 9.000万旆が視聴している。 

今後の課題、若年暍の東京圏への転出については、多様化などを背景とした、未婚化、晩婚
化に伴い、出昏旭が年々減少しているとともに、若旻代、特に女昄の東京圏への転出超過が
多い状況となっており、晩市的な今後の課題となっている。 

本市においても沢山の空き家があり、移住者空き家改修等補助を行い空き家対策に取晽ん
で行く課題であると思う。 

 

 

 



























総務委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

 

◆視 察 日：令和 7年 1月 7日（火） 

◆視 察 先：長野県長野市 

◆視察項目：移住定住の取組について 

 

ㄮㄫ 銚野市移住支援制度について 

住まい 

  家賃支援事業補助金、七瀬住宅、移住お試し住宅、空き家ッユア、空き家改修等補助金、結

婚新生活支援事業補助金 

仕事 

  おしごとながの、ヂムーモーア長野、就業・創業移住支援金、移住者起業支援金、奨学金返

還支援事業補助金、地域おこし協力隊 

移住婚活 

  長野市結婚支援ノービネーカ、長野市パポザカエバーセズガア、NAGANOａｉＭＡＴＣＨ 

情報 

  長野市移住定住ノービネーカ、バザゼ゠ブガセ配信、ながのナボガ、LINE、ｗｅｂ移住相談会 

ㄯㄫ 実績について 

相談件数 

平成 20年度～Ｒ2年度は年間 200件程度 

Ｒ3年度 330件、Ｒ4年度 ３４３件、Ｒ5年度 345件、Ｒ6年度 11月までで 338件 

移住者数 

※ㅏ4年度から家賃補助金銡始 

若者、子育て世帯、テレワヸカヸ対象で月額最大 2万円を 2年銥補助 

Ｒ2年度 62世帯 79人、Ｒ3年度 59世帯 100人、Ｒ4年度 143世帯 259人、Ｒ5年  

度 210世帯 424人、Ｒ6年度 11月までで 127世帯 245人 

ㄫ 課題 

➀各種補助金の効果が分かりにくい 

過去にゕユイーセを実施したが分かりづらい、数字にも表れにくい。支援金や補助金には苦

情がつきもの（資格無くなったら返金になり苦情がくる）、移住・定住支援金要件の 5年間

定住の追跡が出来ていない。 

➁若い人たちに銚野に戻ってもらう支援 

長野に帰る気持ちを持ってもらう支援に苦慮。ユゲーユで多様な企業を見てほしいが参



加が無い。若者に届く施策が難しい。パポザカ支援も必要と考えている。 

【質疑抜粋】 

Ｑ：長野市の転出入の状況は？ 

Ａ：毎年約６００人程度の転出超過 

Ｑ：支援や補助ピゾヘーが充実しているが今後の展望、新たな事業展開は？ 

Ａ：進学で転出しそのまま就職につく人が多い。賃金差あるが物価が安い長野をゕデーマし

たい。また長野に戻る前提の奨学金制度、卒業したら補助する等、考えている。長野に移

住して有名大学に行けるか？の声もあるので教育の充実も考える必要がある。 

【所見】 

  ・移住定住は全国の自治体で盛んにおこなわれており、いわゆるツの取り合い状態にな

っている。長野市の移住定住、支援、相談、様々なピゾヘーが用意されていてかなり力を

入れて取り組んだ入る様子、本気度が伺えた。東京から 1時間ちょっとで行き来できる

立地を売りにして事業展開されていた。質疑で「長野に移住して有名大学に行けるか」

との言葉は胸に刺さった。これまでの移住定住は住めばいくらあげるの補助金ばかりに

注目していたが、今からは住む場所で高水準の教育が受けられるかが判断材料の一

つになっていることを鑑み、教育改革を是非進めていくべきと強く感じた。教育が一番中

心に来る政治が必要と思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総務委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

 

◆視 察 日：令和 7年１月 8日（水） 

◆視 察 先：栃木県鹿沼市 

◆視察項目：鹿沼市消防団地域防災力充実強化テカペユについて 

 

ㄮㄫ 鹿沼市消鋊団地域鋊災力充実強化ビジョンの概要 

  鹿沼市消防団組織 １本部 14分団 49部体制 

  条例定数 ７７０名 実員数 712名（女性 10名）  平均年齢 40.9歳 

支援団員条例定数 150名実員数 134名 

市域の 7割が山間地域 

 

近年の災害の多発化・激甚化、豪雨災害で甚大な被害を受けている。また首都圏直下型

地震がいつ起きてもおかしくない状況。 

令和元年 10月の台風 19号では大きな被害あった。その際浸水想定されていない゛ポ

ゕで被害が集中した。 

最悪の事態を想定し消防団を中心とした地域防災力強化を推進するためにテカペユ作成 

ㄯㄫ 取組内容 

団員の確保⇒消鋊団員定数の適正化 

令和 2年度消防団員の定数および入団促進に関するゕユイーセ実施 

総務省消防庁より消防団員の処遇改善に関する検討会が中間報告を発表 

鹿沼市消防団報酬等適正化検討委員会を設置 

条例定数 835名→770名（Ｒ4.4.1） 

消鋊団員の処遇改善⇒報酬等の改善 

  改正前は 1回の出動、活動につき 2,000円→改善後は 7時間 45分以上は 1日

8,000円などへ変更。支払いも直接本人口座へ振込。 

消鋊団員の処遇改善⇒福利厚生の充実 

      消防団エバーセ店の充実（店舗提示で割引やエーテガを受けられる） 

消鋊団活動への理解の促進⇒活動に対する社会的な認識ヷ理解の促進 

  消防団全体のイメージアップ 訓練が厳しい、危険、酒飲みが多いを払拭 

   消鋊団活動への理解の促進⇒消鋊団の加入促進 

  消防団の存在意義や役割、やりがいや処遇等が伝わるような広報の展開 

  Ｒ2実績：ケーブルテレビ 10回、とちぎテレビ５回、ＮＨＫ５回、下野新聞９

回など紹介される 

  トレーディングカード・団員募集ポスター・チラシ作製、積極的なＳＮＳ活用

（インスタ等） 

  他機関との連携した広報戦略 



  宇都宮ヤクルト、郵便局、佐川急便と団員募集の広報活動協定を締結 

   将来の担い手育成 

  所轄分団による小学校への防災教室、女性消防団員による保育園での防災教室、

鹿沼市消防フェステイバルの開催、県と協働による高校生へのアプローチ 

  地域コニュニティヸとの連携強化 

  地域防災組織との連携⇒地域防災計画策定に積極的に参画 

ㄫ 事業の成果ヷ効果 

徐々に地域から認められる存在に 

活動の楽しさを団員本人が気づきフゴヌーオペユゕザナ 

自主的な消防団活動や勧誘活動に繋がっている 

ㄱㄫ 今後の課題 

消鋊団員の確保 入団することの魅力、家族の理解、地域の理解促進 

自然災害等への対応 装備品等の充実、消防団を中核とした地域防災体制の確立、各

種協定の締結 

モチベヸションの維持 福利厚生の充実、ピズゖゕを利用した活動状況の拡散 

 

【所見】 

・鹿沼市も市域のほとんどが山間地域、消防団員の減少、高齢化に対する苦慮は八代市と同

じ状況と感じた。市組織の中に消防本部組織があり消防本部が消防団を統括している。八

代市は氷川町と広域連携で消防本部を設置、市組織の危機管理課で消防団を統括してい

る。 

・小職も消防団に入り１５年が経過、この間に年配者は退団していったが若者の入団は皆無。

班の定員を満たしていない状況。 

・鹿沼市の取り組みで積極的な広報活動や地域との連携について八代市でも団員数増加に

向けた有効な取組と思われる。まずは私の町内（班）から始めてみたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

総務委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

 

◆視 察 日：令和 7年１月 9日（木） 

◆視 察 先：栃木県宇都宮市 

◆視察項目：移住・定住の取組について 

 

ㄮㄫ スヸパヸスマヸトシティヸの実現を目指して 

スヸパヸスマヸトシティヸとは 

子供から高齢者まで誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ、夢や希望がかなうま

ち 

持続可能な都市構造である NＣＣ（ダザセモーア型ウユツアセオスゖー）を基盤としながら地

域共生社会（社会）、地域経済循環社会（経済）、脱炭素社会（環境）の３つの構成要素

が融合し人とズカゲマを原動力に発展を続けられるまち 

宇都宮市の評価ㄥランキングㄦ 

２０２４共働き子育てしやすいまち２位、２０２３住みたい街４位、２０２４住みよさ６位 

ㄯㄫ 宇都宮市の都市ブランド戦略 

現状と課題 

人口減少社会の進行：２０１７年のデーア５２万人から減少に転じ、このまま手を打たなけれ

ば２０５０年には約４２万４千人まで減少と見込まれる。 

若年層の対東京圏への転出超過 

セーゲマは 1,000人のナボガだが対東京となればー1,000人特に若い女性の転出が多

い⇒この世代を施策のゲーゥザセとしている 

なぜ都市ブランド戦略が必要なのか 

・魅力あるまちが人や企業から選ばれる⇒都市としてのドボユゼ力向上が重要 

・人々は愛着がある地元に帰ってくる⇒市民のオテザアナボゼ（愛着）の向上が重要 

宇都宮ブランド推進の概要 

2009宇都宮ドボユゼ推進協議会が発足 

宇都宮ブランド戦略のタヸゲットと目指す姿 

・市内（オテザアナボゼの向上）⇒市民が愛着と誇りを持って住み続けさらに市街の人に

積極的に宇都宮をㅍㅏ 

・市街（ゕ゙ゲードボユズゖユィ）⇒宇都宮が憧れを持って注目される都市となり認知度や

魅力度が高まり市街の人が訪れたり移り住んだり起業が立地したくなる都市 

   ㄹ主な取組ㄻ 

   ドボユゼピザギーカ策定、地元ナムガバーシを活用したナムフーオペユ、パガウザセ゠ブボアゲ

ーの活用、若い世代の愛着醸成 

   ブランド戦略の効果 

宇都宮を好きどちらかといえば好きと回答する市民が年々増加し 10年連続で９０％を超 

えている 



ㄫ 移住ヷ定住促進に向けた取組 

移住プロモヸションの展銡 

重点タヸゲット➀地方圏出身で東京在住の 30代の子育て世代 

⇒地方出身者は移住のヂーゼマが低い、将来住宅取得を希望 

主にスミテＣＭ⇒市町村ミヌマでは初の試み 作成料 2,000万円、放送料 4,000万円 

重点タヸゲット➁東京圏在住の 20歳代単身女性 

⇒ボトモーアッボユガ重視、セ゠やヒに対する消費が多い 

主にズカゲマパーイスゖユィ⇒Ｒ4から実施、結果約 33万人がＨＰにゕアギガ 

移住体験事業 

令和 5年 2月から日帰り見学ウーガ、スミモーイーオペユウーガ（1泊 2日）、お試し移住

ウーガを展開 

移住定住相談窓口の銡設 

ＪＲ宇都宮駅直結の複合施設゙シチヒプスボガ内に移住定住相談窓口ｍｉｙａ ｃｏｍｅを開設 

移住支援金 

東京圏からの移住に対し 100万円（子供一人あたり 100万円加算） 

若年夫婦、子育て世帯及び新卒採用等家賃補助金 

市街転入者最大 12万円＋子供一人に 1万円加算、市内転居者最大 6万円子ども一

人に 1万円加算、パノービ取得支援事業補助金市外転入者最大 85万円＋子供一人

に 5万円加算、市内転居者最大 50万円＋子供一人に 5万円加算 

宇都宮市結婚新生活支援事業 

結婚に伴う住宅取得または住宅賃借費用の一部を一世帯あたり最大 60万円補助 

東京圏通勤ヷ通学費補助制度 

東京圏に新幹線で通勤・通学する人に月額 1万円を上限に補助、通学対象小学 1年生

からは全国初の制度 

【質疑抜粋】 

Ｑ：２０２４共働き子育てしやすいまち第２位は具体的に何が認められたと思うか？ 

Ａ：➀待機児童８年連続０人➁高校生まで医療費無料③不妊治療支援④保育料の軽減④教

育の充実ではないかと分析している 

Q:前日に長野市でも移住定住の視察研修を行い教育の充実を挙げられた。宇都宮市の教育

の充実は具体的に何を行っているか？ 

A:市単独事業で教員の増員配置を行っている。教員数５００人で自主財源を活用。 

【所見】 

・長野市も宇都宮市も移住定住者の対する補助金は八代市も同様、国が実施する事業を活

用している。宇都宮市の子育て世代への支援も八代市とほぼ同じ、もうしくは八代市の方

が充実していると感じた。なのにどうしてこんなにも選ばれる街で差があるのか。 

・長野市、宇都宮市も現在の求められるゾーキをしっかり調査し的確なゲーゥザセを決めて事

業を計画実施している所に感心した。セミユゼはやはり教育の充実と思われる。 

・八代市においても抜本的な教育改革を実施することで選ばれる街へ変貌すると共に、子ど

も達の学力向上と地元愛の醸成を進めることで移住定住人口の増加に繋げられればと

考える。 















総務委員会 視察所見 

 

議員名【  山本敬晃 】 

 

 

◆視 察 日：令和７年１月７日（火） 

◆視 察 先：長野県長野市 

◆調査項目：移住・定住の取組について 

 

長野県は移住定住先として高い人気を誇る県であ

り、長野市も移住定住の取組にとても力を入れている。

まず、住まいについての移住支援制度には家賃支援事

業補助金があり、若者、子育て世帯、テレワーカーを

対象に賃貸住宅の月額家賃を最大 2万円、最大 2年間

補助するというものである。他にも長野市で管理して

いる七瀬住宅は入居後 5 年間の月額家賃を減額して

利用できる賃貸住宅であり、大変人気があるという。

また、移住お試し住宅や空き家バンク、空き家改修等

補助金、結婚新生活支援事業補助金などもあり、大変

充実した支援内容となっている。 

長野市は移住婚活にも取り組んでおり、長野市「結

婚支援」ホームページでは仕事や結婚、子育てなど、

自らの人生設計について考えるきっかけとなるイベ



ントやセミナー情報、支援制度などを紹介している。

また、長野市マリッジサポートデスクでは、結婚支援

相談員が、結婚に関する相談・助言、ながの結婚マッ

チングシステム「NAGANO ai MATCH」の登録等を

サポートしているという。NAGANO ai MATCHと

は結婚希望者が登録し、お相戕検索、お見合い申し込

みなどが可能な結婚マッチングシステムである。 

移住にあたって、仕事についての支援も重要である

が、長野市では就業・創業移住支援金や移住者企業支

援金、奨学金返還支援事業補助金などの事業があり、

また、地域おこし協力隊事業についてもミッション型

で募集し、定着率も高いとのことであった。 

このような取組を通じて、多くの移住者を迎えてい

る長野市であるが、転出超過となっており、移住定住

で結果を出しても、人口減少に歯止めがかからない厳

しい状況とのことである。地方から国に対して声を上

げ、懪果に乏しかった地方創生の取組を扌本的に見直

し、東京一極集中を早急に是正する必要があることを

改めて感じた視察となった。 



総務委員会 視察所見 

 

議員名【  山本 敬晃 】 

 

◆視 察 日：令和７年１月８日（水） 

◆視 察 先：栃木県鹿沼市 

◆調査項目：鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンについて 

 

鹿沼市では市民の積極的な参加の下に、消防団を中

核とした地域防災力の充実強化を図り、もって、市民

の安全確保に資することを目的として、消防団を中核

とした地域防災力強化の基本的な方針を策定すると

して、鹿沼市消防団地域防災力充実強化ビジョンを策

定された。その背景としては、近年の災害が多発化・

激甚化している中で、鹿沼市においても、平懪 27年

関東・東北豪雨（台風 18号）や、令和元年東日本台

風（台風 19号）の豪雨災害により、甚大な被害を受

けており、また、「首都直下型地震」もいつ起きても

おかしくない状況にある一方、地域防災の要である消

防団員の現状は、少子高齢化の進展や被用者の増加、

あらゆる災害に対応するための消防団活動の多様化

など、消防団を取り巻く情勢が一層厳しさを増してい



ることがあり、策定に至ったということである。 

取組状況としては、消防団員定数の適正化として、

条例定数を 835名から 770名に見直している。また、

消防団員の処遇改善にも取組み、報酬等の改善、報酬

等の支戞い方法の改善、福利厚生の充実、消防団サポ

ート店の批充などを実施しているそうである。他にも、

消防団に対する理解の促進、消防団の加入促進のため

の広報に力を入れ、ポスター・チラシや SNSの活用、

更に注目すべきものとして、消防団のトレーディング

カードを作懪し、消防団のイベント等において、配布

しているとのことである。また、他機関との連携も広

められており、宇都宮ヤクルト販売株式会社や郵便局、

佐川急便と広報活動を展開されている。 

私たちの八代市においても消防団員の確保は大変

大きな課題となっているので、鹿沼市の広報活動を参

考にし、他機関との連携等を視野に入れた取組みを検

討していくのも一案であると考える。 

 

 

 



◆視 察 日：令和７年１月９日（木） 

◆視 察 先：栃木県宇都宮市 

◆調査項目：移住・定住の取組について 

 

宇都宮市は栃木県の県庁戌在地であるが、2017（平

懪 29）年をピークに総人口が減少に転じており、こ

れまでの傾向が続いた場合、総人口は 2028（令和 11）

年に 50万人を下回り、このまま戕を戜たなければ、

2050（令和 32）年には約 42 万 4 千人まで減少する

と見込まれていることと、若年層の東京圏への転出超

過という危機感から、宇都宮ブランド懻略のもと、人

や企業から選ばれる、人々が地元に戈ってくるまちを

目抎しているという。 

宇都宮ブランド懻略については、2009 年に宇都宮

ブランドの向上を目的に「宇都宮ブランド推進協議

会」が発足し、宇都宮ブランド懻略のターゲットと目

抎す姿について、市内においては、市民が愛着と誇り

を把って住み続け、さらに市外の人たちに対して積極

的に宇都宮を PR するようシビックプライドの向上

に努め、市外においては、宇都宮が憧れを把って注目

される都市となり、認知度や魅力度が高まり、市外の



人が訪れたり、移り住んだり、企業が立地したくなる

都市を目抎している。宇都宮ブランド懻略の効果とし

て、宇都宮を「好き」「どちらかといえば好き」と回

答する市民は年々増加し、10年連続で 90％を超えて

いるそうである。 

そのような中で、宇都宮市への移住の動向として、

居住地としての認知批大が図られ、移住相談件数・移

住者数も大幅に増加しているとのことであった。認定

NPO 法人ふるさと回帰支援センターの民間ランキン

グにおいても、移住希望地ランキングで栃木県が第 3

位になったこともあり、宇都宮市・栃木県への関心が

高まっているといえる。 

移住定住施策を考えるうえで、やはり、まずは既に

住んでいる多くの市民の皆様が本市を好きと回答し

てもらえることが第一であると考える。そのためにも、

移住定住政策の前に、市民生活第一の市政を実現して

いくことが重要であると改めて、認識した次第である。 


